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第第５５章章  子子どどもものの貧貧困困問問題題  
  

  

１１  生生活活保保護護世世帯帯のの 1199 歳歳以以下下のの被被保保護護者者数数のの状状況況  

  本県（中核市を除く）の生活保護世帯における 19 歳以下の被保護者数は、平成 24 年度以降減少し、令和

３年度は 618 人となっている。また、県の 19 歳以下の人口に占める割合は、令和３年度は 0.60%となって

いる。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２２  要要保保護護・・準準要要保保護護児児童童生生徒徒数数、、就就学学援援助助率率のの推推移移  

  本県における要保護・準要保護児童生徒数は近年減少しており、令和３年度は 13,738 人と、前年度より

427 人減少している。また、本県の就学援助率は全国を上回る状況が続いており、令和３年度は 16.58%と 

全国を約 2.4ポイント上回っている。 
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第第 11--55--11 図図  生生活活保保護護世世帯帯のの 1199 歳歳以以下下のの被被保保護護者者数数のの状状況況（（中中核核市市除除くく））  
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第第 11--55--22 図図  要要保保護護・・準準要要保保護護児児童童生生徒徒数数、、就就学学援援助助率率のの推推移移  

H （年度） 
 

出典：厚生労働省「被保護者調査」、総務省「人口推計」、青森県「青森県の推計人口年報」 
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３３  ひひととりり親親世世帯帯のの状状況況  

((11))  ひひととりり親親世世帯帯数数  

本県のひとり親世帯数は、令和元年度に母子世帯 12,921世帯、父子世帯 1,135世帯、合計 14,056 世

帯となっている。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

((22))  ひひととりり親親世世帯帯のの年年収収  

    本県の母子世帯の年収は、100 万円～200 万円未満が 41.5%と最も多く、年収 200 万円未満が全体の

50.2%を占めている。また、父子世帯の年収は、200万円～300万円未満が 42.5%と最も多く、年収 300万

円未満が全体の 65.8%を占めている。 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考１）青森県親子等生活実態調査における母子世帯、父子世帯の抽出方法 

        平成 26年度まで  市町村が住民基本台帳又はこれに代わる的確な資料等により無作為抽出 

        令和元年度     児童扶養手当を受給している者から無作為抽出 

（備考２）割合の合計が 100%とならないのは、「無効・無回答」を母数に含めて集計していることによる。 

  

第第 11--55--44 図図    ひひととりり親親世世帯帯のの年年収収のの状状況況（（令令和和元元年年度度）） 

 

 

第第 11--55--33 図図  ひひととりり親親世世帯帯数数のの推推移移 
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出典：厚生労働省「被保護者調査」、総務省「人口推計」、青森県「青森県の推計人口年報」 

 

33 
 

３３  ひひととりり親親世世帯帯のの状状況況  

((11))  ひひととりり親親世世帯帯数数  

本県のひとり親世帯数は、令和元年度に母子世帯 12,921世帯、父子世帯 1,135世帯、合計 14,056 世

帯となっている。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

((22))  ひひととりり親親世世帯帯のの年年収収  

    本県の母子世帯の年収は、100 万円～200 万円未満が 41.5%と最も多く、年収 200 万円未満が全体の

50.2%を占めている。また、父子世帯の年収は、200万円～300万円未満が 42.5%と最も多く、年収 300万

円未満が全体の 65.8%を占めている。 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考１）青森県親子等生活実態調査における母子世帯、父子世帯の抽出方法 

        平成 26年度まで  市町村が住民基本台帳又はこれに代わる的確な資料等により無作為抽出 

        令和元年度     児童扶養手当を受給している者から無作為抽出 

（備考２）割合の合計が 100%とならないのは、「無効・無回答」を母数に含めて集計していることによる。 

  

第第 11--55--44 図図    ひひととりり親親世世帯帯のの年年収収のの状状況況（（令令和和元元年年度度）） 

 

 

第第 11--55--33 図図  ひひととりり親親世世帯帯数数のの推推移移 

第
５
章

－ 33 －

青森県子ども若者白書-本文04.indd   33青森県子ども若者白書-本文04.indd   33 2023/12/21   11:57:162023/12/21   11:57:16



 

34 
 

４４  ヤヤンンググケケアアララーーのの状状況況  

  令和４年 12 月から令和５年１月にかけて実施した青森県ヤングケアラー実態調査によると、本県のヤン

グケアラーの割合は 4.8%で、すべての学校種別で確認されており、小学６年生 5.9%、中学２年生 5.0%、 

高校２年生 3.3%、大学３年生 2.5%となっている。 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

小学６年生 中学２年生 高校２年生 大学３年生 合計

5.9% 5.0% 3.3% 2.5% 4.8%

（408/6,971人） （331/6,584人） （173/5,217人） （19/760人） （931/19,532人）

出典：青森県ヤングケアラー実態調査

第第 11--55--55 表表  ヤヤンンググケケアアララーーのの割割合合  
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第第６６章章  安安全全とと問問題題行行動動  
  
第第１１節節   子子どどもも・・若若者者のの安安全全  

  
１１  死死亡亡者者数数  

令和４年の子ども・若者（0～29 歳）の死亡者数は、75 人で前年に比べ５人減少し、死亡者総数に占める

割合は 0.37％となっている。 

第第 11--66--11 表表  年年齢齢階階級級別別死死亡亡者者数数のの推推移移                                  (単位：人)   
区分 

年 
0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 計 総数 A(％) 

H30 19 5 7 8 17 18 74 17,936 0.41 

R１ 30 4 2 17 17 22 92 18,424 0.50 

２ 22 4 0 11 24 28 89 17,905 0.50 

３ 13 1 6 9 22 29 80 18,785 0.43 

４ 15 3 8 16 16 17 75 20,117 0.37 
      

   

 
  

((11))  死死因因別別順順位位  

令和４年の子ども・若者（0～29 歳）の死因別順位をみると、第 1位は自殺の 24 人で、青少年の死亡

者の 32.0％を占めている。 

     第 2位は不慮の事故の 14 人、第 3 位は悪性新生物の８人となっている。 

 

第第 11--66--22 表表  子子どどもも・・若若者者（（00～～2299 歳歳））のの死死因因別別順順位位（（死死因因簡簡単単分分類類にによよるる））               （単位：人） 
順位 

年 
第１位 第２位 第３位 

死亡者数 

（0～29歳） 

H30 自殺 23 不慮の事故 14 悪性新生物 8 74 

R１ 自殺 22 不慮の事故 11 悪性新生物 10 92 

２ 自殺 26 不慮の事故 16 
・悪性新生物 
・周産期に特異的な呼吸障

害及び心血管障害 
8 89 

 ３ 自殺 41 不慮の事故 10 
・悪性新生物 

・その他の神経系の疾患 

・心疾患（高血圧を除く） 

4 80 

 ４ 自殺 24 不慮の事故 14 悪性新生物 8 75 

                                                            資料：健康福祉政策課 
((22))  不不慮慮のの事事故故にによよるる死死亡亡数数 

     子ども・若者の死亡者のうち、不慮の事故による死亡者は 14人（18.7％）となっている。 

また、不慮の事故による死亡者のうち、交通事故による死亡者は 4人（28.6％）となっている。 

  

第第 11--66--33 表表  子子どどもも・・若若者者のの不不慮慮のの事事故故にによよるる死死亡亡数数（（令令和和 44 年年））                                （単位：人） 

区 分 0～29歳 0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 

年 齢 階 級 別 死 亡 者 数 (a) 75 15 3 8 16 16 17 

不 慮 の 事 故 (b) 14 2 1 2 3 2 4 

内訳 
交 通 事 故 4 1 0 0 1 1 1 

そ の 他 10 1 1 2 2 1 3 

不慮の事故の割合(％)  (b)/(a) 18.7 13.3 33.3 0.25 18.8 12.5 23.5 

                                                     資料：健康福祉政策課 

（注）A（死亡者総数に占める子ども・若者死亡者数の割

合）= 

計（子ども・若者死亡者数） 

総数（死亡者総数） 
×100 

資料：健康福祉政策課 
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